
恵庭市公共下水道事業
維持・整備方針

恵庭市公営企業 水道部 下水道課 計画担当

H29. 3
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恵庭市 公共下水道事業計画
（基本計画書・事業計画書)

改築・更新

長寿命化計画
ストマネ計画

社会資本総合整備計画

恵庭市都市計画
マスタープラン

恵庭市総合計画

恵庭市総合計画 基本計画事業調書
(政策的事業調書)

国庫補助要望 恵庭市下水道事業会計 予算編成

各種個別計画

恵庭市公共下水道維持・整備方針の位置付け

恵庭市公共下水道維持・整備方針

恵庭市下水道事業経営戦略
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恵庭市公共下水道のあゆみ

昭和４３年に１０３．４haの下水道法事業認可を受けて合流管渠の整備を
行って以来、街の発展に対処するため、数次の事業認可の変更を受け、現在
では１８６５．２haの計画区域で事業を進めている。

終末処理場については、昭和４７年に認可を取得し、昭和５５年１０月に
供用を開始し、下水道事業は街の発展とともに事業拡大を行ってきた。

昭和44年 恵庭市の下水道事業開始（合流式下水道の供用開始）

昭和55年 分流式下水道の供用開始、終末処理場の供用開始

平成17年 合流式下水道緊急改善事業の着手（～平成21年）

平成24年 バイオマス利活用（生ごみ受入れによるバイオマス発電事業）の開始

処理場第1期長寿命化事業（改築更新）に着手

平成25年 合流地区分流化事業の着手,公営企業法全部適用開始

平成27年 管渠第1期長寿命化事業（更生更新）に着手

処理場第2期長寿命化事業に着手
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恵庭市公共下水道計画区域

○公共下水道計画区域：1,865.2ha(全体計画及び事業計画) 【市街化区域面積：1,849.7ha＋集合処理区域：15.5ha】

○北東方向に流れる河川なりに地形が緩傾斜しているため、下水終末処理場までポンプ場を設けずに自然流下すること

が可能な状況である。ただし、河川横断等、局所的に自然流下ができない箇所についてはﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ(8基)を設置している。

恵庭1号汚水幹線

至恵庭下水終末処理場

集合処理区域

漁川

●
●

●

●

●

●

●●

● マンホールポンプ
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恵庭市公共下水道は、整備状況及び処理能力から概成している状況である。

恵庭市公共下水道の現状(H27年度末)

○計画面積 1865.2ha (汚水)、1850.0ha (雨水)

(汚水：市街化区域+集合処理区域、雨水：市街化区域)

○整備率 99.2％ (汚水)、 95.1％ (雨水)

(計画面積のうち下水道管渠整備が完了した面積の割合)

○普及率 97.4％ (汚水)

(恵庭市の全人口のうち下水道(汚水)を使うことができる人口の割合)

○水洗化率 99.7％ (汚水)

(下水道(汚水)を使うことができる人口のうち下水道管に接続し、水洗化している人口の割合)

○終末処理場処理能力 47,500m3/日(※計画汚水量：39,436m3/日(全体計画))

(処理場が有している”1日当りに下水を処理することができる量”)

○流入水量実績 38,171m3/日(晴天時日最大)
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管渠整備状況（整備延長 H27年度末）

○S54～H4に管渠整備のピークがあり、耐用年数50年を迎えるH41年頃に改築事業のピークを迎えるものと想定される。

6



処理場整備状況（整備費 H27年度末）

（百万円）

○設備毎に機器費が大きく異なるため、事業費の平準化を図りながら計画的な更新を進める必要がある。
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下水道維持・整備のポイント

関連法令 下水道法第1条(下水道の目的；都市の健全な発展、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全)

下水道法第7条の2（公共下水道の維持又は修繕） 下水道法第21条の2(発生汚泥等の処理）地方公営企業法第3条（経営の基本原則）
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下水道の普及
(新設整備)

経営基盤の強化

①未普及解消（汚水整備）

②浸水対策（雨水整備）

③桝新設（公共汚水桝整備）

④水洗化促進

⑤合流改善（分流化）

⑥老朽化対策

⑦地震対策

⑧浸水対策（改善）

⑨維持管理

⑩下水道資源の有効利用

⑪財務状況の把握と健全経営

⑫人材の育成

循環型システムの構築

持続的な下水処理
(改築更新・維持)

基本方針；下水の適正処理に努めます

個別計画：公共下水道事業計画

社会資本総合整備計画

基本方針；下水の適正処理に努める

災害に強いライフラインを目指します

個別計画：公共下水道事業計画

：社会資本総合整備計画

：長寿命化計画、下水道BCP

基本方針；下水道資源の有効利用に努め持続可能

な循環型社会の構築を目指します

個別計画：公共下水道事業計画

社会資本総合整備計画

基本方針；経営基盤の強化に努めます
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①未普及解消（汚水整備）

・現状

下水道計画上、未整備となっている箇所は市街化区域内ではあるが郊外部であり、現状で宅地立地

等の計画が無い箇所である。

・整備方針

恵庭市は第5期総合計画において”コンパクトなまちづくり”を目指していることや ”施設整備

には建設費及び維持管理費が新たに生じ公営企業の経営を圧迫する可能性がある”ことから整備の

決定にあたっては下水道の利用(下水道使用料の回収）が見込まれることが要件と考える。

以上から 現実的な宅地等の立地計画を受け、整備する方針 とする。

・整備量

L≒1.5km、C=150百万円(税抜)(未整備管台帳より)

・予算計上方針

現実的な宅地等の立地計画を受け、予算計上する。

（明確な計画が無い場合は予算計上しない）

取組み目標：効果的な汚水整備による生活環境の向上

取組み方針：必要性を踏まえ効果的に汚水管を新設する
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①未普及解消（汚水整備）

取組み目標：効果的な汚水整備による生活環境の向上

下水道計画上未整備の箇所(現時点で汚水排水支障なし)

下水道計画上未整備の箇所(汚水排水あるが公共下水道以外の汚水処理で対応)

受益者負担金未告示箇所。下水道計画上整備の予定は無いが将来的な宅地開発等により下水道整備が必要となる可能性がある箇所。

主な汚水未整備箇所
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②浸水対策（雨水整備）

・現状

下水道計画上、未整備となっている箇所は主に①市道未整備箇所(縁石未整備で側溝整備済路線を含む)、②国道及び道道の道路

排水管設置済箇所(現実的に雨水整備が不要な箇所)である。

・整備方針

恵庭市は第5期総合計画において”コンパクトなまちづくり”を目指していることや ”施設整備には建設費及び維持管理費が

新たに生じ恵庭市の財政(雨水公費)を圧迫する可能性がある”ことから未整備箇所に対しては、整備の必要性・緊急性を把握

することが必要である。

以上から ①については市道整備計画を受けて雨水整備し、②については国道及び道道管理者と連携し、雨水排水の役割分担を

する等して、将来的には下水道以外の既存排水施設を活かした下水道計画を立案する方針とする。

ただし、大雨時の浸水被害発生箇所へは重点整備が求められる。（西島松：岡本団地）

・整備量（①のみ計上） L≒15km、C≒1,700百万円(税抜)(未整備管台帳より) 

・予算計上方針 （沿線住民要望等による突発的な道路整備が必要になることを想定し以下の通り予算計上する)

測量設計費7,400千円(L=500m)、工事費25,000千円(L=250m）、補償費1,000千円(税抜)

主な整備箇所 ①島松寿町1丁目(西島松通周辺一部舗装済)※1、西島松(岡本団地)、柏陽町3丁目(玉造裏側溝路線)、黄金南1丁目(戸磯軽工業団地側溝路線)

中島町1丁目(旧垣原建設裏側溝路線) ※1島松地区雨水再整備により整理

取組み目標：効果的な雨水整備による内水被害の軽減・解消

取組み方針：緊急性・必要性を踏まえ効果的に雨水管を新設する
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②浸水対策（雨水整備）

取組み目標：効果的な雨水整備による内水被害の軽減・解消

主な雨水未整備箇所

下水道計画上未整備の箇所(道路未整備(一部舗装有))

下水道計画上未整備の箇所(側溝路線)

下水道計画上整備の予定は無いが将来的な宅地開発等により下水道整備が必要となる可能性がある箇所。
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③桝新設（公共汚水桝整備）

・整備方針

公共桝の新設は、”本管整備に合わせて市が設置すべき公共汚水桝”が諸般の理由

により設置されていなかった場合等に市が新設するものである。

今後も継続して実施していくこととするが、下水道を新規に利用する方からの要望

によって速やかな対応が求められる事業であるため、計画的な整備は困難な状況であり、

機動的な対応が必要である。

整備実績 H25 4,477千円/年(税抜)

H26 2,447千円/年(税抜)

H27 1,635千円/年(税抜)

予算計上方針

5,500千円/年(税抜) (N=15箇所/年 程度)(例年計上)

取 組 み 目 標 ： 公 共 下 水 道 へ の 接 続 促 進

取組み方針：必要性を踏まえ機動的に公共汚水桝を新設する
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④水洗化促進

水洗化促進事務

下水道法第10条では『公共下水道の供用が開始された場合は、排水区域内の土地の所有者、使用者又は占有者は、遅滞なくその土地
の下水を公共下水道に流入させるために必要な排水管、排水渠その他の排水施設（以下「排水設備」という。）を設置しなければなら
ない。』とされ、未水洗家屋に対し、下水道管理者側としても接続促進の対応が求められる。

恵庭市では99.7％(平成27年度末)の高い水洗化率を有している状況であるが、一部で未水洗家屋が残存していることから、水洗化依
頼文送付基準(H29.2.27)を定め、”現地家屋状況”、”水道使用実績”、”汲取り実績”から水洗化への改造可能性を客観的に評価
し、”水洗化貸付制度の案内を含めた水洗化依頼文書”を効率的に発送している。今後とも継続して水洗化促進を図ることとする。

H28未水洗化家屋件数 114件（内49件空家）、水洗化依頼文送付件数 36件

取 組 み 目 標 ： 公 共 下 水 道 へ の 接 続 促 進

取組み方針：水洗化促進事務の継続と効率化

水洗化貸付制度

恵庭市水洗便所改造資金貸付条例及び同条例規則により、下水道処理区域内（公示済）において、くみ取り便所を水洗便所に改造す
る場合に要する費用について1件当り45万円を上限として無利子貸付（償還回数最大45回）できる制度である。（条件によって貸付金
額及び償還回数の制限あり）

※個別排水処理施設における水洗便所への改造に伴う貸付は同条例第2条第2項の適用により処理区域外であるが貸付できるよう運用し
ている。

貸付申請実績 H25  公共0件、個排0件

H26  公共1件、個排0件

H27 公共0件、個排0件

H28  公共0件、個排0件
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⑤合流改善（分流化）

・整備方針
高速凝集沈殿施設や雨水吐室スクリーンの整備による緊急改善事業は実施済みであるが、本質的・抜本的な合流改善を目的

として汚水管を新たに布設し、既設合流管を雨水管として利用することで分流化を図る。なお、整備の進め方は恵庭駅西口土地

区画整理事業と連携するとともに排水区域面積が小さい漁川第18排水区から先行し、事業効果の早期発揮を図ることとする。

取組み目標：本質的な合流改善により環境負荷低減を推進

取組み方針：汚水管を新設、既設合流管を雨水管として分流化を図る

※H27までは実績値

※H28は見込み

※H29以降は計画
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⑤合流改善（分流化）

・整備図（当初計画時）

Ｈ25相生地区 Ｃ＝ 82,461千円(実績)

Ｈ26相生,緑町地区 Ｃ＝287,367千円(実績)

Ｈ27本町漁町緑町地区 Ｃ＝237,273千円(実績)

Ｈ28相生,本町,漁町,泉町地区 Ｃ＝147,034千円(計画)

Ｈ29相生,福住,漁町,泉町,桜町,緑町地区 Ｃ＝267,222千円(計画)

Ｈ30相生・緑町・住吉・福住地区、実施設計 Ｃ＝509,259千円(計画)

Ｈ31福住・末広・栄恵町地区 Ｃ＝364,815千円(計画)

Ｈ32末広・栄恵町地区 Ｃ＝364,815千円(計画)

Ｈ33福住地区 Ｃ＝360,000千円(計画)

Ｈ34福住地区 Ｃ＝360,000千円(計画)

※設計費含む。事務費含まず。税抜き。

取組み目標：本質的な合流改善により環境負荷低減を推進

・整備費

漁川
第18排水区

漁川
第19排水区
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⑥老朽化対策(管渠)

取 組 み 目 標 ： 安 心 安 全 な 生 活 環 境 の 持 続 的 提 供

《管渠の取組み》

【保全区分 及び 点検・調査頻度】

・重要管路(線的・点的施設) 状態監視保全 点検：供用後10年毎 路面調査、簡易管内調査(主に簡易管口カメラ等)

調査：供用後20年経過時及びその後20年毎※2 詳細管内調査(テレビカメラ調査)

・通常管路(面的施設） 状態監視保全 点検：日常維持管理において点検

調査：供用後40年経過時及びその後30年毎※2 簡易管内調査→詳細管内調査

・腐食環境管路(点的施設) 状態監視保全 点検：供用後03年毎※1 路面調査、簡易管内調査(主に簡易管口カメラ)

調査：異常時 又は 供用後20年経過時及びその後20年毎※2 詳細管内調査(テレビカメラ調査)

・ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 時間計画保全 機械設備【22年】 電気設備【22年】（目標耐用年数（標準耐用年数×1.5））

取組み方針：重要度に応じた計画的な点検・調査を行い、管路の更新・更生を行う

※1 下水道法施行令第5条の12では5年に1回以上とされる。

※2 ストックマネジメント計画（P-F間隔図など）による。

※     点検・調査で異常が確認された場合はこれによらない。

※     改築は詳細調査結果により更新・更生が必要とされるもの。

※     マンホールは本管調査に合わせて状況確認し、本管の改築に合わせて更新・更生する。

※     取付管は本管詳細調査に合わせて状況確認し、本管の改築に合わせて更新・更生する。

※ 年間点検規模は5.6km程度(0.9/3+52.9/10)が見込まれ、例年の管渠点検委託業務の点検規模と同等程度である。

至避難所

至終末処理場

緊急輸送路

軌道

線的施設(重要管路)；幹線管渠、収容避難所・防災拠点下流
管

面的施設(通常管路)；枝線管渠等

点的施設(重要管路)；緊急輸送路横断管渠、河川・軌道横断管渠
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⑥老朽化対策(管渠)

《合流管の取組み》

平成24年度、平成25年度に健全度調査を実施。

《流下能力OK 緊急度Ⅰ：0.10km、緊急度Ⅱ：1.4 km、緊急度Ⅲ：2.0 km、健全：0.7 km》

《流下能力NG 緊急度Ⅰ：0.04km、緊急度Ⅱ：1.0 km、緊急度Ⅲ：1.4 km、健全：0.5 km》

《簡易調査：健全or老朽度C 21.7km》

・緊急度Ⅰ及びⅡを長寿命化計画対象とし、第1期長寿命化計画(H27～H31)としては緊急度Ⅰ 及び 緊急度Ⅱの

うち管更生管を対象とした。

・次期計画(ストックマネジメント計画に移行)においては緊急度Ⅱの布設替管について再度検討が必要である。

・合流地区は建設年次が古く、現行下水道計画上の流入量を満足しない(流下能力不足)管があり、改築計画を保留

している。近年多発している短時間豪雨にも浸水被害が無い状況であるため、次期計画策定に当っては浸水対策

と併せて行う(増径する)こととして整理する方法や動水勾配線を活用した浸水想定を行って”走行に支障の無い

GL+10cmまでは許容する方法(国交省川の防災情報HP)”等により流下能力不足管に対する補助充当の可否に

ついて道庁協議する等が必要と考えられる。

なお、補助充当が否となる場合であっても緊急度の状況によっては単費充当してでも老朽化対策を講じることが

求められる。

取 組 み 目 標 ： 安 心 安 全 な 生 活 環 境 の 持 続 的 提 供
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⑥老朽化対策(管渠)

《分流管の取組み》

・重要管路、通常管路、腐食環境管路に分けたリスクマネジメントを経て、調査頻度・手法を設定し、

効率的に調査を進める。

・重要管路(緊急輸送路埋設管、汚水幹線、収容避難所及び防災拠点下流管)については耐震診断と併せて詳細調査

を行う。

・通常管路については長寿命化基本計画を基に建設年度の古い順から面的に簡易調査（簡易管口カメラ調査等）

によるスクリーニング後に健全度の悪い管路について詳細調査を行う。

・H28はストックマネジメント計画簡易版を策定する。

《マンホールポンプの取組み》

・現状では、事後保全管理としており維持管理の中で修繕しているが今後はストックマネジメント計画に位置付け、

計画的な管理を検討する。

取 組 み 目 標 ： 安 心 安 全 な 生 活 環 境 の 持 続 的 提 供
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⑥老朽化対策(管渠)

重要管路
重要管路の設定条件

・最終合流点から下流の管渠及び増補管

・河川横断箇所、軌道横断箇所、緊急輸送路埋設管

(大きな二次被害が想定される箇所)

・収容避難所、防災拠点から下流管渠

取 組 み 目 標 ： 安 心 安 全 な 生 活 環 境 の 持 続 的 提 供
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⑥老朽化対策(管渠)

取組み目標：安心安全な生活環境の持続的提供

通常管路
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⑥老朽化対策(管渠)

取組み目標：安心安全な生活環境の持続的提供
腐食環境管路

22



⑥老朽化対策(処理場)

【保全区分及び調査頻度】

・状態監視保全 対象条件：処理機能への影響度等が大きく、劣化状況の把握・不具合発生時期の予測が可能なもの

対象設備：土木（内部防食ほか）、建築（外装、外部建具、屋根防水ほか)、

機械(主な機械設備)、電気（制御電源及び計装用電源）

・時間計画保全 対象条件：処理機能への影響度等が大きく、劣化状況の把握・不具合発生時期の予測が不可能なもの

対象設備：建築電気（非常照明、誘導灯ほか）、電気（負荷設備、監視制御設備、計装設備）

・事後保全 対象条件：処理機能への影響度が少なく、予算への影響も小さいもの

対象設備：土木（覆蓋、タラップ、手摺ほか）、建築（内装、塗装、内部建具、ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ、笠木ほか）

建築機械（空調、換気）、建築電気（非常用除く電気設備）、機械（附属的な機械設備）

《処理場の取組み》

・長寿命化制度を活用し、第1期及び第2期長寿命化計画より整備を進めている。

・H28はストックマネジメント計画簡易版を策定する。

・ストックマネジメント計画(改築計画)の策定にあたっては耐震補強の見込みを鑑みて年次計画を検討する。

取 組 み 目 標 ： 安 心 安 全 な 生 活 環 境 の 持 続 的 提 供

取組み方針：重要度等に応じた保全手法を設定し、計画的に処理場設備の更新を行う
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【健全度予測図】

過年度の管路調査結果(H24,H25,H27)を基とした恵庭市における下水道管健全度予測を以下に示す。

この健全度予測は改築シナリオの設定条件となるものであるが、データ量が少ないため管路調査結果を継続して

蓄積し、健全度予測を見直す必要がある。

取組み目標：安心安全な生活環境の持続的・提供

ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 簡 易 版 【 管 渠 】

⑥老朽化対策

緊急度Ⅰ

緊急度Ⅱ

緊急度Ⅲ

健全

要改築

10％

要改築

40％
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【年度別健全率図（改築シナリオ）】

・改築シナリオ：今後100年間、改築が必要な規模を全体の20％以下（緊急度Ⅰを5％以下、緊急度Ⅱを15％以下）

にコントロール。

・投資額：分流化事業中は第1期長寿工事並の事業費(25百万円)、分流化工事以降は分流化並の事業費(420百万円)

取 組 み 目 標 ： 安 心 安 全 な 生 活 環 境 の 持 続 的 提 供

ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 簡 易 版 【 管 渠 】

⑥老朽化対策

緊急度Ⅰ

緊急度Ⅱ

緊急度Ⅲ

健全

改築必要規模20％
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取 組 み 目 標 ： 安 心 安 全 な 生 活 環 境 の 持 続 的 提 供

ストックマネジメント簡易版【管渠及び処理場】

【改築事業投資傾向】

・管渠 ：年度別健全率をコントロールするよう投資額を設定

・処理場：目標耐用年数を標準耐用年数の1.5倍で更新する場合の投資額を設定

⑥老朽化対策
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⑦地震対策(管渠)

《管渠の取組み》

・重要管路(緊急輸送路埋設管、河川・軌道横断管、処理場直結管、収容避難所・防災拠点下流管)を対象として

耐震化を図る。

・そのうち、二次災害を誘発する危険性のある緊急輸送路埋設管及び河川・軌道横断管L=4.9kmを最優先、それ

以外の重要管路のうち液状化危険性の高い管路L=11.4kmについて次に優先的に耐震化を図ることとし、合計

16.3kmの重要管路について耐震診断を優先実施する。

・上述を除く液状化危険性の低い重要管路L=36.6kmについては前述の耐震診断結果を踏まえて、”耐震化と老朽

化対策を別立てで実施していく”か“老朽化対策によって耐震化を図っていくか”の方針を定める必要がある。

（耐震診断により、概ね耐震性が保たれていることが判明した場合は、耐震診断を行う効果が低く、老朽化対策

により耐震化を図っていく手法の方が望ましい）

・耐震診断は机上調査が基本となることや老朽化対策との整合性をとる必要もあることから健全度把握(老朽管調査)を

あわせて行うものとする。(健全度が悪い場合は老朽化対策(ストックマネジメント計画)において対応する。）

・設計年度がH9以降(建設年度がH10以降)のものについてはレベル1及びレベル2地震動に対応しているものと整理

する。

取組み目標：災害に強い下水道を効率的に構築

取組み方針：重要管路について効率的・計画的に耐震化を図る
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⑦地震対策(管渠)

取組み目標：災害に強い下水道を効率的に構築

※恵庭2号,8号幹線は液状化危険性が低いため

優先的実施の対象外としている。

耐震診断年次計画

優先的管路L=16.3km
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⑦地震対策(処理場)

《処理場の取組み》

・下水道BCPによる耐震優先度の高い施設から順に耐震診断を実施し、計画的に耐震化を図る。

・耐震化については優先度 高→中→低 と段階的に計画することとし、耐震診断については優先度 高 についてH30年度までに完了予定。

・設計年度がH9以降(建設年度H10以降)のものについてはレベル1及びレベル2地震動に対応しているものと整理する。

・耐震補強を行う場合は、ストックマネジメント計画を鑑みて年次計画を検討する。

取 組み目標：災害に強い下水道を効率的に構築

取組み方針：重要度に応じた優先順により計画的に耐震化を図る。
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⑦地震対策(処理場)

取 組 み目標：災害に強い下水道を効率的に構築
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⑧浸水対策（改善）

《管渠の取組み》

・整備済み箇所における雨水排水の改善事業であり、島松寿地区が対象となる。

・島松寿地区は昭和53年～昭和63年頃に道路整備や開発行為等により整備された後、下水道事業が引継いだ管が多く、

流向が計画と相違したり流下能力が不足している管が多い状況であり、近年の短時間豪雨により吐口付近で道路冠水

が数回発生している。

・”排水区域を変更するため流向変更し、動水勾配を評価して流下能力不足の既設管を活かす短期対策”と”流下能力

を満足させるため増径を行う中長期対策”により対応する。なお、動水勾配の評価としては地表面溢水(GL±0m)

のほかに実際の被害を想定してGL+10cmまで許容する等の方法も検討が必要である（国交省下水道部長 森岡氏意見）

・短期対策 C=312百万円、L=1.7km（工事着手は、分流化完了後 H35～H37の3ヵ年を予定）

取 組 み目 標： 災害に 強 い下水道 を効率的に構築

取組み方針：雨水再整備により浸水被害を防ぐ
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⑧浸水被害（改善）

取 組み目標：災害に強い下水道を効率的に構築

H25.8.27    時間降雨54.5mm/h

短期対策 C=312百万円 L=1.7km

中長期対策 C=099百万円 L=0.8km

短期対策による溢水防止(流向変更等による動水位勾配線の低下）

32



⑨維持管理(管渠)

《管渠の取組み》

・修繕費

下水道施設補修(マンホール高さ調整ほか)、樋門塗装、樋門補修、調整池外柵塗装

・委託料

【通年】 管路台帳システム保守、ＭＰ保守点検、雨水吐室スクリーン保守、下水道施設維持管理

【例年】 樋門点検整備、有毒ガス検知器点検整備、調整池草刈、合流水質モニタリング(分流化完了まで)

下水道管路点検(腐食環境管路 0.3km/年×3年サイクル、重要管路 5.3km/年×10年サイクル)  

※参考：H29予算L=5.2km(C=1930千円(税抜))

【その他】行政施策に係る委託業務（管渠耐震診断、管渠健全度調査ほか）

・動力費

MP動力電気料

・工事請負費

道路改良工事に伴う公共桝布設替、下水道工事に伴う公共桝布設替

※昨今、国が主導しているPPP推進の流れを受けて包括委託やｺﾝｾｯｼｮﾝ方式の可能性についても検討が必要である。

取組み目標：適正管理による生活環境の保全
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⑨維持管理(処理場)

《処理場の取組み》

・修繕費

【定期】 定期的に修繕するもので予め計画されているもの

【臨時】 設備に異常が生じ、予算措置して次年度に修繕するもの

【突発】 設備に異常が生じ、緊急性を要するため、予算措置を待たず当年度予算内で修繕するもの

・委託料

【通年】 処理場維持管理、制御システム計測機器保守、自家用電気工作物保安、マイクロガスタービン保守

【例年】 水質検査・ガス分析、地下タンク漏洩調査、トラックスケール点検、肥料製造、肥料化、セメント原料化、

ボイラーばい煙測定

【その他】行政施策に係る委託業務（処理場耐震診断、処理場健全度調査ほか）

・動力費

処理場動力用電気料、ＭＧＴ動力用燃料、緊急時用動力燃料

※下水終末処理場に隣接して焼却施設が建設されることを受け、下水終末処理場、生ごみし尿処理場及びごみ焼却施設の

維持管理手法のあり方について検討が必要である。(一体的維持管理の範囲、包括民間委託、ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式の導入可能性等）

取組み目標：適正管理による生活環境の保全
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⑩下水道資源の有効利用

下水汚泥 ・・・再資源化(肥料、セメント原料）

熱資源利用(乾燥汚泥)を焼却施設へ提供

消化ガス ・・・官民連携バイオマス発電事業にて有効利用

下水道用地 ・・・官民連携バイオマス発電事業用地にて有効利用

取組み目標：下水道資源の有効利用による資源循環システムの構築

生ごみ・し尿処理場
焼却施設との連携

・・・他事業と連携した資源融通による

循環システムの構築(汚泥乾燥設備の新設)

取組み方針：汚泥乾燥設備の新設、資源有効利用の促進、官民連携ﾊﾞｲｵﾏｽ発電事業の推進
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⑪財務状況の把握と健全経営

下水道事業を運営するために必要な費用を分析し、平準化等を図った上で財源を確保し、健全経営を

する必要があることから、アセットマネジメント計画を踏まえた経営戦略の策定と利活用が必要である。

経営戦略は予算・決算時等、定期的に見直す必要があるため、市職員が容易に分析できるシステムの

構築を目指す。

⑫人材の育成

・企業会計へ順応するための会計的知識の習得

→ 公営企業会計講習会（経営管理課主催）

・下水道技術的研修

→ 日本下水道事業団、日本下水道協会、全国建設研修センター

（異動等により新たに所属する職員や業務上専門的知識の習得が必要な職員を対象とし、研修費を

予算計上し、積極的に取り組む）

取 組 み 目 標 ： 健 全 で 持 続 可 能 な 経 営

取組み目標：持続可能な下水道事業のための知識・技術の習得と継承
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経営戦略策定スケジュール(案)

業務発注 ～ 経営戦略案完成

H29.4 5 6 7 8 9 10 11 12 H30.1 2 3

パブリック
コメント

1定
報告

(

概
要
説
明)

第
1
回
経
営
審
議
会

(

中
間
報
告)

第
2
回
経
営
審
議
会
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整備スケジュール
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収支計画参考(個排含む) (1/2)

39



収支計画参考(個排含む) (2/2)
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決算概要1(参考)
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決算概要2(参考)
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